








(吉原・林・安室, 1988；Bartlett & Goshal,
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世界的に見ると, Bartlett and Goshal
(1989) の研究を皮切りに 1990 年代に入ってか
ら海外子会社の積極的な役割や貢献に焦点を当
てた研究が活発に行われている (Birkinshaw,
1997；Birkinshaw & Hood, 1998；Fratochii
& Holm, 1998；Doz et al., 2001 など)｡ ここ
で注目すべき点は, 日米欧の多国籍企業を分析
対象としながら Bartlett and Goshal (1989)
が提唱したトランスナショナル企業が, 実在し
ない理念型にすぎないとの評価に止まるなか
(浅川, 2003), その後の, 海外子会社の戦略的
イニシアティブに関する議論 (Birkinshaw,
1997；Birkinshaw &Hood, 1998), センター・
オブ・エクセレンス (COE) に関する議論
(Fratochii & Holm, 1998), メタナショナル















例えば, 吉原・林・安室 (1988) は, 日本多国
籍企業の特徴が ｢日本中心のワンウェー・モデ

















































































ここでは, 海外子会社の ｢貢献｣ そのものに
焦点を当てて, その意味について考えてみたい｡
























































1976 年に設立された現地企業に, 1998 年に
資本参加 (70％) し, A 社の関連会社となっ
た｡ 自動車用メーターを製造している｡ 人員は














現代への対応のために, 天津に子会社 (A 社
の孫会社) を設立している｡














金型加工もしていて, A 社グループ (日本,
フィリピン, 豪州) に金型を供給している｡ な
お, 売上の 20％を日本に逆輸出している｡ 日
本向け逆輸出をするようになって, 当初の 10
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表 1 対象現地法人の概要
略称 立地 業態 訪問日 日本親会社 業種
ＡＫ 韓国・昌原 生産 2009.8.26
Ａ社 自動車部品
ＡＳ 中国・上海 生産 2009.8.21
ＡＴ 中国・天津 生産 2010.8.20
ＡＭ マレーシア 生産 2010.2.19
ＡＩ インド・バンガロール 生産 2009.9.10
ＢＩ インド・バンガロール 生産 2009.9.12 Ｂ社 自動車部品
ＣＩ インド・バンガロール 生産 2009.9.11
Ｃ社 自動車組立ＣＴ タイ・バンコク 生産 2009.9.15








A 社の上海工場は, 1951 年に設立された現
地企業に端を発している｡ 2001 年に A社と技
術提携の関係になり, 2003 年に A社が 34％を
出資し合弁企業となった｡ 現地の完成車メーカー
向けにディーゼルエンジンのポンプを製造して
いる｡ 人員は 728 名であり, A 社からの日本
人駐在員は 9 名である｡ 特異な点は, A 社の










るが, A社本社の反発があるという｡ 最近, A
社本社が現地のやり方を受け入れつつあり, やっ
とA社流と現地流が半々になったという｡
組み付けラインも, 現地と A 社が共同で設
計している｡ 日本式, A 社流をそのまま受け
入れてはいない｡ 現地で判断して (a 氏主導),
選別的に受け入れているという｡ 日本からは技






A 社の天津工場は 1995 年に設立された｡ 当
初は合弁でスタートしたが, 2004 年に A社の
完全所有子会社となった｡ オルタネーターを製
造している｡ 人員は 1016 名で, 日本人駐在員
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A 社のマレーシア工場は, 1980 年にグルー
プ内の商社との合弁で設立された｡ 熱機器, 電
子機器, 産業機器を製造している｡ 人員は
















A 社のインド・バンガロール工場は 1998 年
に現地パートナーとの合弁 (89％出資) で設立
された｡ ラジエーターを製造している｡ 人員は
500 名で, 日本人駐在員は 6名である｡ 生産の






































































































間接を含めると 13,000 名規模である｡ 日本人



















































9. CA 社：C 社のアジア・パシフィック地域
統括会社 (タイ)




割分担である｡ タイの統括会社は, 2001 年に
設立したテクニカルセンター (1000 名) に統
括機能 (1000 名) を追加する形で, 2007 年に





































今後, SE に参加する予定であり, 現地の技術
部である程度の設計を担当する予定であるとい
う｡ タイにも生技部隊があるので, 現地で SE
をやることも検討中であるとのことであった｡
論 文









































なお, ｢移転型｣ と ｢創造型｣ の共存は, 一
つの海外子会社の内部においても発見すること
ができる｡ 日本多国籍企業の海外子会社におい
ては, ｢創造型｣ と ｢移転型｣ は対立する概念
ではなく, 両立する概念である可能性を伺わせ
る部分である｡ ｢創造型｣ 海外子会社は ｢移転
型｣ 海外子会社が終わってから始まるものでは
なく, 両者を同時進行的に捉える必要があるこ
とを示唆している｡ これは, ｢創造型｣ 海外子
会社への転換が従来の ｢移転型｣ 海外子会社の
姿を否定するのではなく, むしろ長い期間をか
けた地道な ｢移転｣ の充実が ｢創造型｣ 海外子
会社への転換を可能にするという銭 (2002) の
指摘と相通じる所があり大変興味深い｡




ことはできないが, 安保他 (1991) における日
本的生産システムの ｢適応｣ についても, 海外
子会社におけるイノベーション創出の一形態と
して解釈できる可能性がある｡




































































































現れつつあること, などが ｢創造型｣ 海外子会
論 文






本研究は､ 平成 21 年度中京大学特定研究助
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